
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

 

平成 21 年 4 月 1６日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要： 

本研究テーマである「制度的起業」とは、単に制度的環境を与件としてそれに組織が適応す

るとする議論を越えて、企業が既存の制度に埋め込まれながら新たな制度を創造する側面を持

っていることに注目した概念枠組みである。本研究では、こうしたダイナミックな制度的実践

の側面に注目しつつ、制度変革のマネジメントについて明らかにした。 
 

交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 4,800,000 0 4,800,000 

2007 年度 5,400,000 1,620,000 7,020,000 

2008 年度 5,300,000 1,590,000 6,890,000 

年度    

  年度    

総 計 15,500,000 3,210,000 18,710,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：経営学・経営学 
キーワード：事業組織、制度 
 
１．研究開始当初の背景 

本研究テーマである「制度的起業」とは、

単に制度的環境を与件としてそれに適応する

ように戦略や組織が作られるとする議論を越

えて、企業が既存の制度に埋め込まれながら

新たな制度を創造する側面を持っていること

に注目した概念枠組みである。このために、

近年議論される新制度派組織論や企業家研究

における企業家概念の再検討を必要とすると

考えた。また、この新たな概念枠組みは、そ

れまで焦点が当てられなかったダイナミック

なマネジメントを、とりわけベンチャー企業

を通じて明らかにしようと考えた。 

２．研究の目的 
それゆえ、本研究の目的の一つは、制度的

起業をめぐる概念枠組みの整備である。この

点について、本研究では、制度派組織論と企

業家研究という二つの研究領域を取り上げて

検討を進めてきた。 

もう一つは、整備された概念枠組みのもと

で、具体的にベンチャー企業や制度を変更す

るような戦略を採る企業を取り上げて、ダイ

ナミックな制度マネジメントをめぐる実証的

な調査研究を行うことである。 

以上の二つの目的に対して、本研究では、

合計三年という中期の研究期間を設けた。 
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３．研究の方法 
本研究では、この二つの目的に合わせてそ

れぞれの研究を推進してきた。第一に、制度
派組織論および企業家研究における理論的
研究においては、これまでの制度論および企
業家論の文献レビューを通じて、その再検討
を定期的な研究会を開き進めてきた。 

具体的には制度派組織論における系譜で
ある。制度派組織論においては、制度的環境
への同調を強調してきた新制度派が陥った
問題、すなわち制度化後の制度変化を捉えき
れなくなる（埋め込まれたエージェンシーの
パラドクス）という理論的課題に対して、制
度的企業家概念が提唱されることになる。そ
の意味において、本研究の問題意識において
も制度派組織論が重要な位置づけにあるこ
とが判明し、重点的な検討課題としてきた。
このとき検討のポイントになるのが、制度的
企業家という概念は、実在としての制度を変
更する特異な主体を説明しようとするもの
ではなく、制度化された主体の在り方という、
より一般的な説明原理の見直しが求められ
ていた概念であったことである。この点を突
き詰めようとすると、新制度派が理論的に前
提としてきたウエーバーの官僚制論や、パー
ソンズにまで遡る近代化論そのものの在り
方をも検討する必要が生まれることになる。
他方で、そうした広範な研究をすべてカバー
することは現実的ではない。それゆえ、本研
究では、制度派組織論における各種概念を再
検討する限りにおいて、社会科学の基礎的な
概念に遡及して検討することにした。とはい
え、我々が既に自明視している各種概念を、
その原点にさかのぼって再検討することは、
制度派組織論それ自体の理論的課題に挑む
ことには留まらず、社会科学全体において本
研究が持つ含意を確認することができたと
いう意味において、大きな意義を持つ。 
制度的起業という観点から文献レビュー

を行った、もう一つの研究領域が企業家研究
である。企業家研究は、シュムペーターによ
って規定された企業家概念の外延的イメー
ジに基づき、（制度）変革を導く企業家の特
性やその行為を捉えようとしてきた。しかし、
このような企業家の概念規定に基づく分析
的記述が、変革の遂行者たる企業家と（制度
的）障害である敵対者、障害を克服するため
に必要な資源を提供する支援者を事前に準
備し、相互の役割関係としてイノベーション
を記述してきたことを、「ビッグストーリー
問題」として認識するに至った。これは、制
度下で変革を導く企業家をいかに捉えるの
かという、制度派組織論における埋め込まれ
たエージェンシーのパラドクスと同型の理
論的課題であり、企業家研究はこの課題を、
企業家を捉えるための方法論的問題として
解決を図り、議論を展開していく。 

 そこで本研究課題では、企業家研究が理論
的前提としてきたシュムペーターの経済発
展論を仔細に遡って検討していくことで、ほ
んらいの企業家概念が、既存の経済制度の発
展を捉える概念であり、制度「外」から制度
変革を導く超越的存在として規定されてい
ないことが明らかにされた。他方で企業家研
究においては、企業家概念の外延的イメージ
そのままに、制度「外」に位置する超越的存
在として規定され、前段で指摘した「ビッグ
ストーリー問題」を招くことになった。 
 ここで我々が挑むべきは、「ビッグストー
リー問題」をいかに対峙しつつ、制度変革を
遂行する主体を企業家として捉えるのかと
いう、方法論的構えである。企業家研究にお
いては、超越的な主体に制度変革を還元せず、
制度変革を捉える方法論的転回として、関係
論的社会構成主義、アクターネットワーク理
論、言説分析を導入する必要性が指摘されて
いる。これらの方法論的転回の必要性は、制
度派組織論においても断片的に論じられて
いるため、企業家研究における方法論の体系
的な議論を確認することが出来た点で、本研
究課題を前進させる文献レビューとなった。 

さらに、上記のような文献検討と密接に関
わりながら、制度の創造や変化を伴う企業の
マネジメントに関する実証的な調査研究を
進めてきた。 
具体的には事例調査が主たるものになる

が、そこで採用されている方法論は多様にわ
たる。たとえば、制度を参照しながら構築さ
れる戦略の多面性を捉えるため、同じ業界に
おいて競争する複数の企業が制度を前提と
しながら講じる戦略を、証券業界における主
要な企業を総当たりで分析することで、彼ら
の戦略構築プロセスを追ってきた。また、こ
のような制度の多面性は、単一組織の中でも
確認されるはずである。この点においては、
ある産学連携ベンチャーを取り上げ、ベンチ
ャーの立ち上げに携わってきた様々な立場
の参加者を丁寧に追いつつ、イニシアティブ
の闘争プロセスとして制度化（変化）現象を
描いてきた。 
更に、制度とは自らの正統化のために引用

されるものとして捉えるのであれば、人々の
語りや書かれたものだけに依拠することで
は十分でないことも議論の対象となった。こ
れに対しては、分析対象となった人々も制度
を語り、またこれを分析しようとするわれわ
れ自身も既存のカテゴリを持ち込むことを
全面的に受け入れ、その背後に隠ぺいされた
実践について、対話を通じて再検討の俎上に
していくナラティブ・アプローチや言説分析
などの方法論を採用してきた。 
他にも、より長期の研究を推進するために、

研究対象となる組織（NPO）への参与観察を
行ったり、あるいは直接的な参与が困難な場



 

 

合にも、研究期間を通じて時間的な変化を追
跡することを行ってきた。このような多様な
方法を駆使しつつ、本研究では、制度的起業
として焦点化される様々な興味深い調査を
行ってきた。 

更に特記すべきは、本研究の調査研究は、
単に研究成果としてのみまとめられたもの
ではない点である。本研究において蓄積され
てきた調査研究は、研究代表者が所属する首
都大学東京のビジネススクールで開講され
てきた「ビジネス・イノベーション特別演習
（旧ベンチャー・ビジネス特別演習）」にお
いて検討の材料とされた。授業では、調査研
究がまとめられた事例をディスカッション
し、その後に実際のマネジメントに携わった
経営者や事業責任者の講演と討論を繰り返
してきた。その意味において、本研究は、ビ
ジネスマンとの対話の中からも、当該の調査
研究から引き出されるインプリケーション
を検討し、また調査対象となった企業のマネ
ジメントの在り方についても見直しをかけ
るという意味において積極的な関与を心が
けてきた。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果は、文献レビューについては
レビュー論文の公刊および学会報告（テーマ
セッションの企画を含む）などに見られるよ
うに多岐にわたる。また、実証的な調査研究
についても、さまざまな事例が取り扱われた。
当然のことながら、文献レビューと調査研究
を体系的に検討することで、研究成果が発表
されてきた。 
 具体的に、代表的なものを取り上げれば、
まず松嶋と高橋が全体の研究進捗を総括し
つつ、また主導する位置づけのディスカッシ
ョン・ペーパーを定期的に公刊し、経営学会
関西部会等で報告してきた。そこでは、制度
的企業家の概念もまた、「企業家」という進
歩的なイメージを持つ概念の外延が内包と
化すことによって当初の問題意識がずらさ
れてきたことを批判的に検討しつつ、制度内
生的な制度変化の実践に注目した概念枠組
みが、継続的に探索されてきた。 
 本研究の成果は、これらの大きな問題意識
を共有しつつも、それぞれが焦点を絞った議
論と実証的な調査研究を行ってきた。その中
間的な成果は、本研究の主要メンバーによっ
て構成された、組織学会におけるテーマセッ
ションとして報告された。 
 このテーマセッションには、具体的に以下
のような研究成果が含まれる。まず、高橋に
よって、企業家という概念に含まれる予定調
和のビッグストーリーを回避し、改めて変革
の主体としての企業家を定位するに、ナラテ
ィブ・アプローチを採用した研究成果が報告
された。更に本報告では宇田によって、大阪

の扇町界隈でフリーランスとして活動する
クリエイター達との対話を通じて、「自由人」、
「隷属者」、「創造性」という３つの支配的言
説に対して、当事者の「語り」に依りながら
予定調和の物語を変奏してしまう我々研究
者と、同様な言説（ヒロイックな企業家像/
ビッグストーリー）に絡め取られる当事者と
の対話を通じた内破を試みた。 
 また山口によって、制度を参照した実践の
遂行性（Performativity）という概念の深耕
を通じて、通説的なイノベーションと制度と
の関わり、すなわち、企業家が既存の制度に
埋め込まれながらイノベーションを構想し、
必要な資源を見出しているのであり、分析的
にイノベーションの内容やそこで有効な資
源や利害関係、さらにその資源を獲得するた
めの正統性を獲得するわけではないことを
明らかにした。具体的には「高級ベビーシッ
ター事業」を全国区で立ち上げたポピンズコ
ーポレーションの事例を通じて、既存の制度
の下でルーチンを繰り返す企業家の実践が
制度変革をもたらすプロセスを検討した。 
更に、松嶋と水越では、主体の概念を失っ

た新制度学派が見失ってきた「競争」や「効
率」といった概念そのものの制度論的な説明
に挑んだ。具体的には、この視点から我が国
のオンライン証券業界における多面的な企
業間競争と市場創発のダイナミクスが分析
され、松井証券によって既存の証券業界に対
する制度的戦略が確立され、さらに松井証券
とその追随者との競争に刺激されることで、
顧客もまた独自の価値を形成していった制
度の形成過程を検討した。さらに、制度化後
もまた、既存の制度的ルールのもとニッチを
狙う同じ実践の中で得られた。さらに結果と
して見出された小口顧客相手の手数料ビジ
ネス（フロービジネス）は、企業の戦略によ
って市場が形成されたという単線的なモデ
ルに留まるものでもないことも明らかにし、
小口投資家とひとくくりにされた市場は差
異化され、投機的なビジネスモデルを望む市
場と、それとは逆に警戒心を持つ新たな市場
を生み出し、さらに企業間で繰り広げられる
多面的な戦略的攻防が展開されていくこと
を検討してきた。 
これらの研究成果は、学会報告の後により

精緻化され、学術論文としても公刊されてい
る。また、単発の学術論文の他には、文献レ
ビューと調査研究をより体系的にまとめた
専門著書も公刊された。 
まず、松嶋（編者）、高橋、水越は、Routledge

より出版された Industrial innovation in 
Japan において本研究の成果をまとめてきた。
本書では、我が国における伝統的な取引制度
である製造業におけるアッセンブリー・メー
カーとサプライヤー間の関係を歴史的な変
遷として捉えなおしつつ（松嶋ほか）、また



 

 

先端的な事業領域であるオンライン証券に
おける競争的使用価値についても検討を加
えてきた（松嶋・水越）。さらに、我が国に
おいて特徴的な産業であるコンテンツ産業
についても、制度的な観点からの分析が加え
られており（高橋）、我が国における制度分
析の成果を世界に向けて発信する研究成果
となった。 

次に、高橋は、前段でも紹介された企業家
概念の理論的・方法論的展開に基づいた、実
証的研究を公刊している。ここで高橋は、先
行研究が、シュムペーターに基づいて理論的
に構成された概念である企業家を、実在の人
物に仮託することで成立するという、「企業
家の実在仮説」に基づいていることを理論的
課題として指摘し、（関係論的）社会構成主
義に基づくライフヒストリー法を用いるこ
とで、人々が企業家として振る舞い、変革を
遂行していくプロセスを捉えていく。 
 具体的に高橋は、大阪ガス株式会社の新規
事業開発事例と、在阪華僑企業家事例に着目
する。前者の事例においては、1970〜80 年代
末に実施された大阪ガスの新規事業開発に
おいて、ガス事業とは関係のない新規事業開
発を経験した担当者が本社勤務を命じられ
た際、自身のこれまでのキャリアを、大阪ガ
ス社内で優位に立つ資源として捉え直し、意
図的に社内企業家として振る舞うことで、大
阪ガスの非関連多角化戦略を導くプロセス
が記述される。ここで捉えられるのは、ガス
事業専業の社員層と、新規事業開発を経験し
た社員層という成層化と、両者の対立の中で
企業家として振る舞う主体が現れ、組織/戦
略の変革へと繋がるプロセスであった。 
 更に後者の事例では、在日華僑集団の分析
を通じて、文化概念と企業家の関係が再考さ
れる。一般に、華僑はその伝統文化（三把刀）
に裏打ちされた企業家精神に富む民族とし
て理解されている。この支配的通念に対して
高橋は、旧華僑（戦中戦後に来日した華僑）、
旧華僑二世、新華僑という三集団が存在し、
それぞれが異なる文化理解の下で、起業する
ことを明らかにする。とりわけ、差別的な労
働市場の下で民族自決の規範として「企業家
精神に富む華僑集団」という文化を構築した
旧華僑に対して、日本で生まれ育った休暇強
二世は、華僑コミュニティに蓄積された民族
資本を利用し起業しつつも、「日本と中国の
架け橋としての華僑」へと文化を書き換えて
いく。起業を通じた華僑コミュニティの継承
と、文化の書き換えを経た華僑コミュニティ
の変革を捉えたこの事例は、物象化された文
化から引き出される遂行性として、企業家精
神を捉えなおした研究であるといえる。 
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